
岡山県訪問介護等サービス提供体制確保支援事業補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 岡山県訪問介護等サービス提供体制確保支援事業補助金（以下、「補助金」という。）

は、予算の範囲内において交付するものとし、その交付については、訪問介護等サービス

提供体制確保支援事業実施要綱（令和７年２月５日老発０２０５第３号厚生労働省老健

局長通知）及び岡山県補助金等交付規則（昭和４１年岡山県規則第５６号。以下「規則」

という。）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによるものとする。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、特に顕著な人材不足が進んでいる訪問介護等のサービスについて、

経験年数の短い者でも安心して働き続けられる環境整備に要する経費の一部を補助する

ことにより、地域における必要な在宅介護サービスの提供体制を確保することを目的と

する。 

 

（交付の対象者） 

第３条 この補助金の交付の対象者は、岡山県内で介護保険法上の指定を受けた、訪問介護

事業所、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所及び夜間対応型訪問介護事業所（以下、

「補助事業者」という。）とする。 

 

（補助対象事業） 

第４条 この補助金は次の事業を交付の対象とする。 

（１）人材確保体制構築支援事業 

ア 経験年数が短いホームヘルパー等への同行支援 

   事業所における経験年数の長いホームヘルパーの技術を着実に継承するため、当該

ホームヘルパーが、一定期間、経験年数の短いホームヘルパーや訪問業務に従事した経

験のない介護職員等に同行し、訪問介護等サービスの質の確保を図るための技能・技術

の向上に向けた指導を行う取組に要する経費を対象とする。 

   なお、同行する回数や期間については、経験年数の短いホームヘルパー等の個々の状

況により、事業所により適切に判断すること。 

 

（交付額の算定） 

第５条 この補助金の交付額は、第２欄に定める補助基準額により算出された額とする。た

だし、１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 



１ 種目 ２ 基準単価 ３ 対象経費 

（１）人材確保体制

構築支援事業 

ア 経験年数が短い

ホームヘルパー等へ

の同行支援 

【中山間地域等又は離島等地域に事

業所が所在する場合】 

・３０分未満の同行支援１回につき

３，５００円 

・３０分以上の同行支援１回につき

５，０００円 

 

【中山間地域等又は離島等地域以外

に事業所が所在する場合】 

・３０分未満の同行支援１回につき

２，５００円 

・３０分以上の同行支援１回につき

４，０００円 

 

※経験年数の短いヘルパー1 人につ

き 30 回まで 

 

経験年数が短いホームヘ

ルパー等へ同行する指導

職員の賃金 

（補助率 10/10） 

 

２ 前項の規定にかかわらず、岡山県暴力団排除条例（平成２２年岡山県条例第５７号。以

下「条例」という。）第９条に基づき、次の各号に掲げる団体等が運営する訪問介護事業

所等は、補助の対象としない。 

（１）役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合には暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第９条第２１号ロに規定する役員を

いう。以下この項において同じ。）が、暴力団員等（条例第２条第３号に規定する暴力

団員等をいう。以下同じ。）である者。 

（２）役員等が暴力団（条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力

団員等の統制下にある者。 

（３）役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者。 

（４）暴力団員等、暴力団又は暴力団員等の統制下にある者並びに暴力団又は暴力団員等と

社会的に非難されるべき関係を有している者が、経営に実質的に関与している者。 

 

（交付条件） 

第６条 この補助金の交付決定には、次に掲げる条件が付されるものとする。 

（１）補助事業者は、計画変更等の補助対象事業の内容変更（補助事業の中止又は廃止を含

む。）をする場合又は補助対象事業に要する経費の変更（補助金の交付決定額の 30％以



内の減額による変更及び補助目的の変更がない軽微な変更の場合を除く。）をする場合

には、補助金変更承認申請書（様式第２号）により、あらかじめ知事の承認を受けなけ

ればならない。 

ただし、補助金の交付の目的の達成及び事業の効率的な執行に支障を及ぼさない細

部の変更は除くものとする。 

（２）補助事業者は、補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業の遂

行が困難になった場合は、その旨を速やかに知事に報告し、その指示を受けなければな

らない。 

（３）補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及

び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助事業が完了した日の

属する会計年度の末日から５年間保管しておかなければならない。 

（４）他の補助金等で措置されているものは、本事業の対象としない。 

（５）補助事業者は、当該事業中や事業完了後に、知事が本事業の成果や効果の報告を求め

た場合には、直ちに具体的な報告を行うものとする。 

（６）補助事業の遂行に当たり、知事が指示した事項については、これを遵守しなければな

らない。 

 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式第１号）及び別に定

める添付書類を添えて、別に定める期日までに知事へ提出するものとする。 

 

（交付決定） 

第８条 知事は、申請書の提出を受けた場合、予算の範囲内で交付する補助事業者を決定し、

交付決定通知書により通知するものとする。 

 

（実績報告書の提出） 

第９条 前条の規定により交付決定を受けた補助事業者は、事業完了日から１か月を経過

した日、又は当該年度の 3 月末日のいずれか早い日までに、実績報告書（様式第３号）に

関係書類を添えて知事に提出しなければならない。 

 

（額の確定） 

第１０条  知事は、前条の規定による報告を受け、その内容を審査し、適正であると認めら

れたときは、額の確定通知により補助金額の確定を行う。 

 

（補助金の請求） 

第１１条 補助事業者は、知事が別に定める期日までに補助金請求書（様式第４号）を知事



に提出するものとする。また、知事は、当該請求書の提出を受けた場合には、その内容を

審査し、適正であると認めたときは、速やかに補助金の交付を行うものとする。 

 

（交付決定の取消） 

第１２条 知事は、補助事業者が偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき

は、第８条の規定により交付決定を行った補助金の全部又は一部を取り消すことができ

るものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１３条 知事は、前条の取消しをした場合において既に当該取消しに係る部分に対し、補

助金が交付されているときは、期限を定めて県に当該補助金の全部又は一部の返還を命

ずることができるものとする。 

 

附 則 

(施行期日) 

  この要綱は、令和７年６月２０日から施行し、令和７年４月１日以降に実施した事業

に適用する。 


